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学位論文題名 

脳卒中治療の費用対効果とアクセシビリティに関する研究 

 

当審査は令和 2 年 1 月 22 日実施の公開発表にて行われた。（出席者約 57 名） 

 

近年、医療技術の進歩や人口の高齢化から国民医療費は増加の一途をたどっており、国の財政

を圧迫している。医療提供体制の構築に当たっては、限られた予算制約の中で治療効果やアクセ

シビリティを最大化する費用対効果の視点が今後ますます重要になると考えられる。脳卒中は日

本における 4 大死因の一つであり、脳卒中が国民医療費に占める割合は大きく、2018 年 12 月に

は脳卒中治療提供体制の均てん化等を目的として「脳卒中・循環器病対策基本法」が成立した。

脳卒中・循環器病対策基本法では予防、診断、治療、リハビリテーションなどの医療サービスの

向上が基本理念として掲げられており、これらの分野において均てん化された脳卒中医療提供体

制を充実させることの重要性が政策上レベルでも喫緊の課題となっているが、経済的・政策的な

視点からの研究は少ないのが現状である。また、脳卒中は後遺障害をもたらすことから要介護度

4 および要介護度 5 に占める割合が最も大きく、介護費や患者の QOL に及ぼす影響も小さくない

ことから、費用対効果の高い脳卒中の治療提供体制について研究の社会的意義が大きい。そこで、

本博士論文の主目的は費用対効果と地理的アクセシビリティに優れた急性期脳卒中医療の提供体

制の構築支援としている。 

 第一章では序論として、日本の医療財政の現状に触れたうえで医療分野における費用対効果分

析の必要性について述べている。さらに、費用対効果をめぐる歴史や日本における議論、一般的

な費用対効果分析の方法論について解説している。費用対効果に関する序論の後には医療分野に

おけるアクセシビリティ必要性やアクセシビリティに関する分析の方法論について紹介したうえ

で本研究の対象疾患である脳卒中の疫学について述べ、脳卒中分野における費用対効果や地理的

アクセシビリティ検討の必要性を解説するなど、本研究における課題を明らかにしている。 

第二章では、北海道における急性期脳卒中患者の経皮的脳血栓回収療法（以下、血管内治療）

への治療アクセシビリティ改善のための手段の提案を目的に、地理情報システム（Geographic 

Information System; GIS）を用い、医師出張システムの導入が急性期脳卒中患者の治療アクセシビ

リティに及ぼす影響のシミュレーション分析を行っている。本研究の結果より、北海道の各二次

医療圏における血管内治療へのアクセシビリティの現状を明らかにしている。さらに、専門医が



勤務地からの 60 分圏内からの出張を行うことにより、主に上川北部、宗谷、留萌、北網、根室、

北渡島檜山、後志医療圏で患者搬送時間が短縮されるため、これらの医療圏での急性期脳梗塞患

者の治療へのアクセシビリティ改善に寄与することを示している。 

 第三章においては第二章のアクセシビリティの分析を基に、医師出張サービスの政策的導入を

想定し、本章では GIS をプログラミング言語の Python で動作させることにより北海道内の各二次

医療圏における医師出張サービス導入の費用対効果のシミュレーション分析を試みている。GIS

よる分析結果や二次データ等を用い、医師出張システム導入のために専任の専門医の追加配置を

行うと仮定し、各二次医療圏に専門医を追加配置し医師出張を行うことの費用対効果の分析を行

っている。その結果、上川中部医療圏から上川北部医療圏に出張し、宗谷、留萌、上川北部、遠

紋医療圏の患者を治療することの優れた費用対効果が示している。また、医師出張システムを実

装するにあたっては、費用対効果の観点から上川中部医療圏での実施を優先的に考えることが望

ましいことを明らかにしている。 

 第四章においては急性期脳卒中患者に対するリハビリテーションに焦点を当て、マルコフモデ

ルによるシミュレーションにより、週 7 日の急性期脳血管疾患リハビリテーションを導入するこ

との費用対効果の分析を行っている。その結果、週 5,6 日のリハビリテーション介入と比較した

週 7 日リハビリテーションの優れた費用対効果を示している。 

 

 これを要するに、著者は急性期脳梗塞診療の適切な提供体制の構築とその経済性に関して、医

療情報、医療経済、医療政策といった複合的な視点から取り組んだ初めての試みであり、今後予

想される地域医療の提供体制の整備に重要な視座を与えるものである。 

よって本論文の著者は、北海道大学博士（保健科学）の学位を授与される資格あるものと認め

る。 

 


